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本
年
は
東
日
本
大
震
災
が
発
生
し
て
か
ら
10
年
に

な
る
。
こ
の
災
害
に
よ
っ
て
理
不
尽
に
も
命
を
奪
わ

れ
た
人
々
へ
の
深
い
哀
悼
と
、
長
い
間
、
悲
し
み
を

背
負
い
な
が
ら
復
旧
・
復
興
に
努
め
ら
れ
た
方
々
に
、

心
か
ら
の
寄
り
添
い
の
気
持
ち
を
お
伝
え
し
た
い
。

災
害
被
害
と
社
会
の
脆ぜ

い
じ
ゃ
く弱
性

　

東
日
本
大
震
災
で
は
、
２
万
２
１
９
５
人
以
上
が

亡
く
な
ら
れ
た
か
行
方
不
明
と
な
っ
て
い
る
（
う

ち
、
直
接
死
が
１
万
５
８
９
９
人
、
行
方
不
明
が

２
５
２
９
人（
令
和
２（
２
０
２
０
）年
３
月
、
警
察

庁
）、
関
連
死
が
３
７
６
７
人（
令
和
２（
２
０
２
０
）

年
９
月
、
復
興
庁
））。
な
ぜ
こ
れ
ほ
ど
大
き
な
人
的

被
害
が
も
た
ら
さ
れ
た
の
だ
ろ
う
か
。

　

災
害
被
害
は
「
自
然
の
外
力
×
暴
露
量
（
人
口
な

ど
）×
社
会
の
脆
弱
性
」の
関
数
で
あ
る
。
東
日
本
大

震
災
の
自
然
の
外
力
は
「
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
想
定

を
は
る
か
に
超
え
る
大
津
波
」
に
な
る
。
暴
露
量
は

「
青
森
か
ら
千
葉
ま
で
５
０
０
㎞
」に
な
り
、
沿
岸
部

の
広
範
囲
な
居
住
地
域
が
津
波
に
襲
わ
れ
た
。
そ
し

て
社
会
の
脆
弱
性
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
地
域
で
高

齢
化
・
人
口
減
少
が
進
ん
で
い
た
。

　

わ
が
国
は
毎
年
、
社
会
の
脆
弱
性
が
進
行
し
て
い

る
。
26
年
前
の
大
震
災
で
あ
る
阪
神
・
淡
路
大
震
災

と
比
較
す
る
と
、
75
歳
以
上
の
高
齢
者
は
、
１
９
９
５

年
の
阪
神
・
淡
路
大
震
災
時
に
は
７
１
７
万
人
だ
っ

た
が
、
２
０
２
０
年
予
測
で
１
８
７
２
万
人
と
、
25

年
で
約
２
・
６
倍
に
増
加
し
て
い
る（
図
１
）。
ま
た
、

単
身
高
齢
者
は
３
・
２
倍
に
増
加
し
た
。

　

一
方
で
、
地
域
の
付
き
合
い
は
弱
く
な
り（
図
２
）、

町
内
会
・
自
治
会
へ
の
参
加
者
は
減
っ
た
。
消
防
団

の
人
員
も
少
な
く
な
り
、
自
治
体
職
員
は
平
成
７

（
１
９
９
５
）年
か
ら
平
成
28（
２
０
１
６
）年
に
か
け

て
16
・
５
％
減
少
し
た
。（
図
３
）

東
日
本
大
震
災
10
年
を
機
に
福
祉
と
防
災
の
連
結
を
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資料：1950年～2015年は「国勢調査」、2017年および2018年は「人口推計」
　　　2020年以降は「日本の将来推計人口（平成29年推計）」出生（中位）死亡（中位）推計
　　　（国立社会保障・人口問題研究所）から作成
注１）2017年および2018年は9月15日現在、その他の年は10月1日現在
　２）国勢調査による人口および割合は、年齢不詳をあん分した結果
　３）1970年までは沖縄県を含まない。
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内閣府「平成19年版国民生活白書」より作成



市政 MARCH 202157

　

す
な
わ
ち
、
自
助
は
後
期
高
齢
者
、
単
身
高
齢
者

が
激
増
し
て
弱
く
な
り
、
共
助
は
近
所
付
き
合
い
が

減
り
町
内
会
・
自
治
会
活
動
へ
の
参
加
者
が
少
な
く

な
る
こ
と
で
弱
く
な
り
、
公
助
は
消
防
団
や
自
治
体

職
員
の
減
少
に
よ
り（
量
的
に
）弱
く
な
っ
た
。
自
助

も
共
助
も
公
助
も
、
25
年
前
に
比
べ
て
、
す
っ
か
り

脆
弱
に
な
っ
た
社
会
に
私
た
ち
は
生
き
て
い
る
。

　

そ
の
先
駆
け
が
東
日
本
大
震
災
だ
っ
た
の
で

あ
る
。

災
害
時
の
支
援
者

　

内
閣
府
「
避
難
に
関
す
る
総
合
的
対
策
の
推
進
に

関
す
る
実
態
調
査
結
果
報
告
書
」（
２
０
１
３
年
）
に

よ
れ
ば
、
東
日
本
大
震
災
時
の
避
難
で
は
、
高
齢
者

や
障
が
い
者
は
、
家
族
や
近
所
の
人
な
ど
、
身
近
な

方
か
ら
の
直
接
的
な
働
き
掛
け
に
よ
る
他
、
福
祉
関

係
者
か
ら
の
連
絡
や
声
掛
け
な
ど
に
よ
っ
て
避
難
し

た
割
合
が
高
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
避
難
支
援
に
お
い
て
は
、
家
族
以
外
で

は
近
隣
の
助
け
合
い
が
最
も
重
要
と
さ
れ
て
い
た

が
、
東
日
本
大
震
災
の
避
難
情
報
源
、
避
難
支
援
者

と
し
て
は
、
福
祉
関
係
者
が
同
程
度
に
重
要
な
役
割

を
果
た
し
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。

　

津
波
か
ら
命
を
守
っ
た
後
も
、
高
齢
者
・
障
が
い

者
な
ど
は
避
難
生
活
や
復
旧
・
復
興
時
に
厳
し
い
状

況
に
陥
る
。
例
え
ば
、
東
日
本
大
震
災
の
前
後
で
要

介
護
者
数
は
ど
う
変
わ
っ
た
だ
ろ
う
か
。
福
島
県

沿
岸
部
の
15
市
町
村
で
は
、
後
期
高
齢
者
の
要
介

護
認
定
率
は
２
０
１
１
年
に
25
・
９
％
だ
っ
た
が
、

２
０
１
４
年
に
は
34
・
７
％
と
大
幅
に
増
加
し
た
。

そ
の
要
因
と
し
て
、
震
災
に
よ
る
直
接
的
な
負
傷
、

生
活
環
境
の
悪
化
や
心
的
外
傷
後
ス
ト
レ
ス
が
考
え

ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
要
介
護
と
い
う
身
体
的
な
衰

え
に
加
え
、
精
神
的
に
う
つ
状
態
に
な
る
高
齢
者
も

増
え
て
い
っ
た
。
さ
ら
に
、
災
害
関
連
死
３
７
６
７

人
の
う
ち
、
66
歳
以
上
が
３
３
３
５
人
（
令
和
２

（
２
０
２
０
）年
９
月
、
復
興
庁
）、
88
・
５
％
が
高
齢

者
に
集
中
し
て
い
る
。

福
祉
と
防
災
の
連
結

　

災
害
時
に
「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
」
た
め
に
は
、

高
齢
者
・
障
が
い
者
な
ど
の
災
害
時
要
配
慮
者
を

真
っ
先
に
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
う
な
る

と
、
日
常
か
ら
要
配
慮
者
を
支
援
し
て
い
る
福
祉
関

係
者
が
官
民
問
わ
ず
、
重
要
な
役
割
を
果
た
す
必
要

が
あ
る
。

　

昨
年
、
内
閣
府
や
厚
生
労
働
省
か
ら
相
次
い
で
福

祉
関
係
者
の
防
災
力
強
化
に
関
す
る
方
針
が
示
さ
れ

た
。
具
体
的
に
は
市
区
町
村
に
向
け
て
、
避
難
行
動

要
支
援
者
の
個
別
計
画
作
成
の
努
力
義
務
化
、
福
祉

避
難
所
の
充
実
、
介
護
保
険
計
画
で
の
感
染
症
・
災

害
対
応
が
あ
る
。
ま
た
、
介
護
福
祉
施
設
に
向
け
て
、

３
年
以
内
に
災
害
お
よ
び
感
染
症
対
応
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
業

務
継
続
計
画
）作
成
を
義
務
付
け
し
た
。

　

コ
ロ
ナ
対
応
に
追
わ
れ
る
市
区
町
村
や
福
祉
施
設

の
現
場
に
と
っ
て
は
、
さ
ら
に
負
担
が
増
え
る
こ
と

に
な
る
。
し
か
し
、
災
害
は
待
っ
て
は
く
れ
な
い
。

市
区
町
村
を
挙
げ
て
福
祉
と
防
災
の
連
結
を
進
め
て

い
た
だ
き
た
い
。
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図3　地方公共団体の総職員数の推移
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